
むつ市地域の明るい未来づくり応援補助金交付要綱

平成２９年７月１８日

告 示 第 １ ０ ６ 号

改正 平成３１年１月２１日告示第１号

令和４年３月２５日告示第３４号

（趣旨）

第１条 市は、地域社会の維持及び形成に資する地域的な共同活動を支援し、もっ

て住民福祉の向上を図り市民協働及び市民自治のまちづくりを推進するため、町

内会等が行う自主的な市民活動の実施、活動拠点及び活動拠点と一体となって利

用される施設（以下「活動拠点等」という。）の整備並びに物置、倉庫その他こ

れらに類するもので町内会等が自己の用に供する施設（以下「倉庫等」という。）

の修繕に要する経費について、予算の範囲内において、町内会等に対し、むつ市

地域の明るい未来づくり応援補助金（以下「補助金」という。）を交付するもの

とし、その交付については、むつ市補助金等に関する規則（昭和６１年むつ市規

則第１６号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、この要綱の定めると

ころによる。

（補助対象経費及び補助金の額）

第２条 補助金の交付の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）及び補

助金の額は、別表のとおりとする。

（申請書等）

第３条 補助金の申請は、むつ市地域の明るい未来づくり応援補助金交付申請書

（様式第１号）によるものとする。

２ 前項の申請書に添付しなければならない書類は、次のとおりとする。

⑴ 地域コミュニティ・チャレンジ事業（自主的な市民活動の実施に係る事業を

いう。以下同じ。）において、別表に掲げる市長が認める町内会等自主事業を

実施する場合

ア 事業計画書（様式第２号）

イ その他市長が必要があると認める書類

⑵ 活動拠点等整備事業（活動拠点等の整備及び倉庫等の修繕に係る事業をいう。

以下同じ。）において、活動拠点等の新設、増築若しくは改築若しくは修繕又



は倉庫等の修繕を実施する場合

ア 事業計画書（様式第２号）

イ 収支予算書（様式第３号）

ウ その他市長が必要があると認める書類

⑶ 活動拠点等整備事業において、活動拠点等用地の借上げ補助を受けようとす

る場合

ア 土地賃貸借契約書の写し

イ その他市長が必要があると認める書類

３ 活動拠点等整備事業において、活動拠点等の新設、増築若しくは改築若しくは

修繕又は倉庫等の修繕に係る補助金の交付を受けた場合には、当該補助金の交付

を受けた日の属する年度の翌年度の４月１日から起算して、次の各号に掲げる区

分に応じ、当該各号に定める期間が経過するまでは、補助金の交付の申請をする

ことができない。ただし、天災地変その他町内会等の責めによらない事由により

活動拠点等及び倉庫等の全部又は一部を滅失した場合その他市長が特に必要があ

ると認める場合は、この限りでない。

⑴ 新設の場合 木造・鉄骨造は２０年、鉄筋造は３０年

⑵ 増築又は改築の場合 １０年

⑶ 修繕の場合 ３年

（補助金の交付の条件）

第４条 次に掲げる事項は、補助金の交付の決定がなされた場合において、規則第

５条の規定により付された条件となるものとする。

⑴ 補助金の交付の対象となる事業（以下「補助事業」という。）の内容を変更

する場合には、地域コミュニティ・チャレンジ事業（活動拠点等整備事業）変

更承認申請書（様式第４号）を市長に提出し、その承認を受けること。

⑵ 補助事業を中止し、又は廃止する場合は、地域コミュニティ・チャレンジ事

業（活動拠点等整備事業）中止（廃止）承認申請書（様式第５号）を市長に提

出し、その承認を受けること。

⑶ 補助事業が予定の期間内に完了しない場合又は補助事業の遂行が困難となっ

た場合には、速やかにその理由及び事業遂行状況を記載した書面を市長に提出

し、その指示を受けること。

⑷ 補助事業の状況、補助事業の経費の収支その他補助事業に関する事項を明ら



かにする書類、帳簿等を備え付け、これらを補助金の交付に係る年度の翌年度

から５年間保管しておくこと。

⑸ 規則及びこの要綱の定め並びに補助金の交付の決定の内容及びこれに付した

条件その他法令等に基づく市長の命令を遵守すること。

（申請の取下げの期日）

第５条 規則第７条第１項の規定による補助金の交付の申請の取下げの期日は、補

助金の交付の決定の通知を受けた日から起算して１５日を経過した日とする。

（補助金の交付の方法）

第６条 補助金は、補助事業の完了後交付する。ただし、市長が必要があると認め

るときは、概算払により交付することができる。

（補助金の請求）

第７条 補助金の請求は、むつ市地域の明るい未来づくり応援補助金（概算払）請

求書（様式第６号）を市長に提出して行うものとする。

（実績報告）

第８条 規則第１２条の規定による報告は、補助事業の完了の日（補助事業の廃止

の承認を受けた場合は、その日）から起算して３０日を経過した日までに、地域

コミュニティ・チャレンジ事業（活動拠点等整備事業）完了（廃止）実績報告書

（様式第７号）に次に掲げる書類を添えて行うものとする。

⑴ 地域コミュニティ・チャレンジ事業において、市長が認める町内会等自主事

業を実施した場合

ア 事業実績書（様式第２号）

イ その他市長が必要があると認める書類

⑵ 活動拠点等整備事業において、活動拠点等の新設、増築若しくは改築若しく

は修繕又は倉庫等の修繕を実施した場合

ア 事業実績書（様式第２号）

イ 収支精算書（様式第３号）

ウ その他市長が必要があると認める書類

⑶ 活動拠点等整備事業において、活動拠点等用地の借上げ補助を受けようとす

る場合

ア 収支精算書（様式第３号）

イ その他市長が必要があると認める書類



（処分の制限を受ける期間）

第９条 活動拠点等整備事業において、活動拠点等の新設、増築若しくは改築又は

修繕を実施した場合の規則第２０条ただし書の規定により財産の処分の制限を受

ける期間は、減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和４０年大蔵省令第１

５号）に規定する耐用年数とする。

附 則

（施行期日）

１ この要綱は、告示の日から施行する。

（むつ市町会集会所設置等補助金交付要綱及びむつ市大畑町町内会自治活動促進

事業費補助金交付要綱の廃止）

２ 次に掲げる要綱は、廃止する。

⑴ むつ市町会集会所設置等補助金交付要綱（平成４年むつ市告示第２０号）

⑵ むつ市大畑町町内会自治活動促進事業費補助金交付要綱（平成１７年むつ市

告示第５５号）

（経過措置）

３ 平成２８年度において、むつ市川内町コミュニティ活動促進事業費補助金及び

むつ市大畑町町内会自治活動促進事業費補助金の交付を受けていた町内会等につ

いては、平成２９年度から令和３年度までの間、この要綱に基づき算出した当該

各年度の補助金の額が平成２８年度において交付を受けた補助金の額を下回る場

合は、この要綱に基づき算出した補助金の額と平成２８年度において交付を受け

た補助金の額との差額から次の表の左欄に掲げる年度に応じ同表の右欄に定める

調整額を減じて得た額をこの要綱に基づき算出した補助金の額に加算して交付

するものとする。

補助金の交付年度 調整額

平成２９年度 １万円

平成３０年度 ２万円

令和元年度 ３万円

令和２年度 ４万円



令和３年度 ５万円

附 則（平成３１年１月２１日告示第１号）

この要綱は、告示の日から施行する。

附 則（令和４年３月２５日告示第３４号）

（施行期日）

１ この要綱は、令和４年４月１日から施行する。

（経過措置）

２ この要綱による改正後のむつ市地域の明るい未来づくり応援補助金交付要綱の規

定は、この要綱の施行の日（以下「施行日」という。）以後の申請に係るむつ市地

域の明るい未来づくり応援補助金について適用し、施行日前の申請に係るむつ市地

域の明るい未来づくり応援補助金については、なお従前の例による。



別表（第２条関係）

１ 補助対象経費及び補助金の額

補助対象経費 補 助 金 の 額

地域コミュニティ・チャレンジ事業 次に掲げる額を合算した額。ただし、補助金の額を

算出するために用いる町内会等加入世帯数及び市広報

紙発行１回当たりの配布世帯数は、補助金の申請をす

る年度の４月１日現在の世帯数とする。

⑴ ２の表の町内会等加入世帯数に応じた基本割額

⑵ 町内会等加入世帯数に４０円を乗じた額

⑶ 市広報紙発行１回当たりの配布世帯数に１３０

円を乗じた額

⑷ ３の表の市長が認める町内会等自主事業の実施

による補助金の額

活動拠点等整備事業のうち活動拠点 補助対象経費（地区公民館等の市所有物件を活動拠

（床面積が６０平方メートル以上の 点等として町内会等が占有又は管理している場合にあ

ものに限る。）及び活動拠点と一体 っては、原材料費に限る。）に２分の１を乗じて得た

となって利用される施設の新設に要 額以内の額とし、５００万円を上限とする。

する工事費。ただし、整地、外構及

び植栽に要する経費を除く。

⑴ 活動拠点等整備事業のうち活動 次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める額

拠点等の増築若しくは改築又は修 とし、５００万円を上限とする。

繕に要する工事費（２０万円以上 ⑴ 災害等により破損した場合以外の場合 補助対

のものに限る。）。ただし、主要 象経費（地区公民館等の市所有物件を活動拠点等

構造物以外の修繕（カーテン交 として町内会等が占有又は管理している場合にあ

換、畳張り替え等）及び備品購入 っては、原材料費に限る。）に２分の１を乗じて

に要する経費を除く。 得た額以内の額

⑵ 活動拠点等整備事業のうち倉庫 ⑵ 災害等により破損した場合 市長が審査の上必

等の修繕に要する工事費 要があると認める額

活動拠点等整備事業のうち活動拠点 次に掲げる額のいずれか低い額に４分の３を乗じて



等用地の借上げに要する経費 得た額

⑴ 借り上げた活動拠点等用地の１平方メートル当

たりの固定資産評価額（地方税法（昭和２５年法

律第２２６号）第３４１条第９号に規定する固定

資産課税台帳に登録された価格をいう。）相当額

に１，０００分の４、賃借面積（４９５平方メー

トルを限度とする。）及び賃借月数（１月未満の

端数がある場合は、これを切り捨てる。）を順次

乗じて得た額

⑵ 当該活動拠点等用地に係る賃貸借契約額

２ 町内会等加入世帯数及び基本割額

町内会等加入世帯数 基本割額

１００世帯以下 １０，０００円

１０１世帯以上２００世帯以下 ２０，０００円

２０１世帯以上３００世帯以下 ３０，０００円

３０１世帯以上４００世帯以下 ４０，０００円

４０１世帯以上５００世帯以下 ５０，０００円

５０１世帯以上６００世帯以下 ６０，０００円

６０１世帯以上７００世帯以下 ７０，０００円

７０１世帯以上８００世帯以下 ８０，０００円

８０１世帯以上９００世帯以下 ９０，０００円

９０１世帯以上 １００，０００円（上限額）

３ 市長が認める町内会等自主事業及び補助金の額

市長が認める町内会等自主事業 補助金の額

自主防災組織結成、イキイキふれあいトーキ １事業につき５，０００円。ただし、同一の

ング、出前講座、外部講師による町内会活動 町内会等が同一年度内に実施することができ

支援アドバイス事業、いきいき百歳体操、健 るのは、３事業までとする。

康づくり事業、地区内敬老会、異年代交流事



業、地域見守り活動、歩道の維持管理（除草

又は除雪を含む。）その他市長が認める事業



様式第１号（第３条関係）

年 月 日

（宛先）むつ市長

所 在

名 称

代表者氏名

むつ市地域の明るい未来づくり応援補助金交付申請書

むつ市地域の明るい未来づくり応援補助金の交付を受けたいので、むつ市補助金

等に関する規則第３条の規定により、下記のとおり関係書類を添えて申請します。

記

補助金交付申請額 金 円

□ 地域コミュニティ・チャレンジ事業

町内会等加入世帯数 世帯

市広報紙発行１回当たりの配布世帯数 世帯

市長が認める町内会等自主事業の実施の有無 □ 有 □ 無

□ 活動拠点等整備事業

□ 活動拠点等の新設、増築若しくは改築又は修繕

□ 活動拠点等用地の借上げ



様式第２号（第３条、第８条関係）

事業計画（実績）書

団体名：

事業の名称

事業の目的

活動拠点等の新設、増築若しくは改築又は修繕の場合

敷地の 所有 １ 自己所有地

位 置 区分 ２ 借地

事業の概要

事業内容

事業費

市補助金

収入金額 自己資金

計

事業の効果

事業実施 着手： 年 月 日

期 間 完了： 年 月 日

特記事項



様式第３号（第３条、第８条関係）

収支予算（精算）書

１ 収入の部 団体名：

科目 予算（精算）額 摘要

合計

２ 支出の部

科目 予算（精算）額 摘要

合計



様式第４号（第４条関係）

年 月 日

（宛先）むつ市長

所 在

名 称

代表者氏名

地域コミュニティ・チャレンジ事業（活動拠点等整備事業）変更承認申請書

年 月 日付けむつ市指令第 号で補助金の交付の決定を受け

た地域コミュニティ・チャレンジ事業（活動拠点等整備事業）について、下記のと

おり変更したいので、むつ市地域の明るい未来づくり応援補助金交付要綱第４条第

１号の規定により、その承認を申請します。

記

１ 変更の理由

２ 変更の内容



様式第５号（第４条関係）

年 月 日

（宛先）むつ市長

所 在

名 称

代表者氏名

地域コミュニティ・チャレンジ事業（活動拠点等整備事業）中止（廃止）承認申請書

年 月 日付けむつ市指令第 号で補助金の交付の決定を受け

た地域コミュニティ・チャレンジ事業（活動拠点等整備事業）について、下記のと

おり中止（廃止）したいので、むつ市地域の明るい未来づくり応援補助金交付要綱

第４条第２号の規定により、その承認を申請します。

記

１ 中止（廃止）の内容

２ 中止（廃止）の理由



様式第６号（第７条関係）

年 月 日

（宛先）むつ市長

所 在

名 称

代表者氏名 印

むつ市地域の明るい未来づくり応援補助金（概算払）請求書

円

ただし、 年 月 日付けむつ市指令第 号で補助金の交付の決

定を受けたむつ市地域の明るい未来づくり応援補助金として、上記金額を請求しま

す。

概算払いを必要とする理由 □ 自己資金不足のため

□ その他（ ）

振込先

金融機関名 銀行・信用組合・信用金庫・（ ）

支店・支所・（ ）

預金区分 普通・当座

口座番号

（フリガナ）

口座名義



様式第７号（第８条関係）

年 月 日

（宛先）むつ市長

所 在

名 称

代表者氏名

地域コミュニティ・チャレンジ事業（活動拠点等整備事業）完了（廃止）実績報告書

年 月 日付けむつ市指令第 号で補助金の交付の決定を受け

た地域コミュニティ・チャレンジ事業（活動拠点等整備事業）が完了（を廃止）し

たので、むつ市補助金等に関する規則第１２条の規定により、関係書類を添えて報

告します。


